
農業におけるコスト高騰緊急アンケート

調査期間 ：2022年５月10日（火）～2022年５月18日（水）（９日間）

調査対象 ：公益社団法人日本農業法人協会正会員

調査方法 ：WEB 又は FAX による回答

調査目的 ：農業生産現場におけるコスト高騰による農業経営への影響把握

有効回答 ：407先（回答率：19.6％／調査対象先数 2,080先）
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■ 地域は、「九州・沖縄」が21.6％、「北海道・東北」が18.7％、「中国・四国」が16.2％。

■ 業種は、「野菜」が31.7％、「畜産」が23.8%、「稲作」が23.6％。

■ 売上規模は、「１億円以上」の先が64.6％。

回答先概要（地域・業種・売上規模）

売上規模

64.6%が１億円以上

地 域

業 種

18.7%

15.7%

14.7%

3.9%

9.1%

16.2%

21.6%

北海道・東北

関東

北信越

東海

近畿

中国・四国

九州・沖縄

17.0%

18.4%

35.1%

17.9%

11.6%
～5千万円

～1億円

～3億円

～10億円

10億円以上

23.6%

6.4%

31.7%

5.4%

4.2%

23.8%

4.9%
稲作

麦類・穀類・芋類・工芸

野菜

果樹

花き

畜産

その他
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農業薬剤

0.9%
7.6%

28.5%

51.2%

11.8%

農業資材等の価格（2021年1-5月比）①

燃油（A重油）

肥料

■ 燃油は、99.6％が「高騰」又は「値上がり」、うち「大きな高騰（＋10％～30％未満）」 が56.1％と

最も割合が高い。

■ 肥料は、97.9％が「高騰」又は「値上がり」、うち「大きな高騰（＋10％～30％未満） 」が50.8％と

最も割合が高い。

（N=264）

（N=329）

農機具

1.9%
10.6%

34.8%
38.8%

14.0%

甚大な高騰（+50％以上）

非常に大きな高騰（+30％～50％未満）

大きな高騰（+10％～30％未満）

若干の値上がり（+０％～10％未満）

横這い

（N=340）

（N=322）

5.2%

16.7%

50.8%

25.2%

2.1%

5.3%

25.4%

56.1%

12.9%

0.4%
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5.3%

12.1%

38.4%
37.4%

6.8%

21.5%

33.1%
31.5%

11.5%

2.3% 1.1% 10.5%

34.8%43.7%

10.0% 甚大な高騰（+50％以上）

非常に大きな高騰（+30％～50％未満）

大きな高騰（+10％～30％未満）

若干の値上がり（+０％～10％未満）

横這い

7.1%

21.3%

51.3%

16.9%

3.4%

農業資材等の価格（2021年1-5月比）②

建築資材

飼料

■ 飼料は、97.7％が「高騰」又は「値上がり」、うち21.5％ が「甚大な高騰（＋50％以上）」、33.1％

が 「非常に大きな高騰（＋30％～50％未満） 」と、調査対象のうち最も「甚大な高騰」割合が高い。

■ 畜舎などの建築資材も、96.6％が「高騰」又は「値上がり」、うち「大きな高騰（＋10％～30％未

満） 」は51.3％と過半を超え、新たに経営資産を取得する場合でもコスト高になっている。

（N=130）

（N=267）ガス

農用電力

（N=190）

（N=371）
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136

101

62

38

11

137

0 20 40 60 80 100 120 140 160

使用量を抑えている

購入量を抑えている

代替品で対応している

その他

購入できない

特に対応していない

コスト高騰への対応状況

対応状況

■ 価格高騰に伴い「使用量を抑えている」が136先、「購入量を抑えている」が101先と肥料など

を少しでも節約して使用する努力や、必要以上に購入することを回避する動きなどがあることもわかった。

■ 一方、生産に不可欠な資材等が高値になっても、生産量を維持するため、購入せざるを得ず「特に対応してい

ない」が最多。

複数回答（単位：先・N=407）

・高くても買わざるを得ない状況の上、使用量を抑える事もできない。

・農業用施設の改築を見合わせた。

・まとめ買いによる価格交渉。

・コスト高騰の情報を受け、駆け込みで購入した。

・コスト高騰前にまとめて（１年分～数年分）購入していた。 等
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0.2%

18.2%

60.4%

21.1%

ほとんど入手できない（供給が止まる）

大きな不足が見込まれる

多少の不足が見込まれる

十分に確保できる（例年と変わらず

安定供給される）

今後の農業資材等の供給見込み

供給見込み（全体）

■ 農業資材等の供給見込みは78.8％が「不足見込み」、うち「多少の不足が見込まれる」が60.4％、
「大きな不足が見込まれる」が18.2％と、今後の生産に向けた資材の確保について生産者が
不安を抱えていることがうかがえる。

■ 業種別の「不足見込み」は、「稲作」が82.3％、「野菜」が79.8％、「畜産」が75.3％など、
厳しい見方が一律にうかがえる。

（N=407） 供給見込み（業種別）

85.0%

75.3%

76.5%

68.2%

79.8%

80.8%

82.3%

15.0%

24.7%

23.5%

31.8%

20.2%

19.2%

17.7%

0% 50% 100%

その他

畜産

花き

果樹

野菜

麦類・穀類・芋類・工芸

稲作

不足見込み 十分に確保できる見込み

ほとんど入手できない
（供給が止まる）

78.8%が「不足見込み」

（N=407）

稲作（N=96）

麦類・穀類・芋類・工芸
（N=26）

野菜（N＝129）

果樹（N＝22）

花き（N=17）

畜産（N＝97）

その他（N＝20）

十分に確保できる見込み
（例年と変わらず安定供給される）
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8.8% 6.4%

6.9%

74.4%

3.4%

農業資材等のコスト高騰のため生

産量を抑制した・抑制の見込み

農業資材等が不足し入手できない

たいめ生産量を抑制した・抑制せ

ざるを得ない見込み

取引先からの受注が減ったため生

産量を抑制せざるを得なかった・

抑制せざるを得ない見込み

例年通りの生産量

その他

生産量の変化

生産量の変化

■ 農業資材等の高騰による農産物の生産量への影響は、22.1％が「抑制した・抑制見込み」と回答。

一部の生産者では、生産量を減らさざるを得ない状況になっていることが浮き彫りになった。

■ 業種別では、「花き」で「抑制」が35.3％と最も高くなっている一方、「果樹」は4.5％と業種に差があるこ

とがわかった。

（N=407） 業種別生産量の変化 複数回答（単位：先・N=407）

25.0%

19.6%

35.3%

4.5%

26.4%

30.8%

17.7%

65.0%

77.3%

64.7%

90.9%

68.2%

69.2%

81.3%

10.0%

3.1%

4.5%

5.4%

1.0%

0% 50% 100%

その他

畜産

花き

果樹

野菜

麦類・穀類・芋類・

工芸

稲作

抑制 例年通り その他

農業資材等のコスト高騰の
ため生産量を抑制した・抑
制の見込み

農業資材等が不足し入手で
きないたいめ生産量を抑制
した・抑制せざるを得ない
見込み

取引先からの受注が減った
ため生産量を抑制せざるを
得なかった・抑制せざるを
得ない見込み

22.1%が

「抑制した・抑制見込み」

稲作（N=96）

麦類・穀類・芋類・工芸
（N=26）

野菜（N＝129）

果樹（N＝22）

花き（N=17）

畜産（N＝97）

その他（N＝20）
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10.6%

33.2%

38.8%

13.8%

3.7%
大幅にマイナスに推移す

る（債務超過に陥る）

マイナスに推移する（債

務超過には至らない）

横這いで推移する

プラスに推移する

わからない

今年の経営の見通し

経営見通し（全体）

■ 長引く新型コロナ感染拡大の影響から脱却できていないなかで、農業資材等の高騰の影響を受け、

「マイナス」見通しが43.8％。

■ 業種別で「マイナス」見通しは、「畜産」が62.9％と最多で、「その他」が60.0%と続く。

（N=407） 経営見通し（業種別）

60.0%

62.9%

29.4%

31.8%

35.7%

26.9%

41.7%

30.0%

29.9%

41.2%

31.8%

43.4%

38.5%

44.8%

10.0%

5.2%

23.5%

36.4%

17.8%

19.2%

9.4%

2.1%

5.9%

3.1%

15.4%

4.2%

0% 50% 100%

その他

畜産

花き

果樹

野菜

麦類・穀類・芋類・工芸

稲作

マイナス 横這い プラス わからない

大幅にマイナスに推移する
（債務超過に陥る）

マイナスに推移する
（債務超過には至らない）

43.8%が「マイナス」

稲作（N=96）

麦類・穀類・芋類・工芸
（N=26）

野菜（N＝129）

果樹（N＝22）

花き（N=17）

畜産（N＝97）

その他（N＝20）

（N=407）
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2.9%

8.4%

16.5%

36.4%

29.2%

6.6%

極めて苦しい （例年の

▲50％以上）

非常に苦しい （例年の

▲30％～▲50％未満）

苦しい （例年の▲10％～

▲30％未満）

やや苦しい （例年の０％

～▲10％未満）

ほぼ影響はない （例年と

変わらない）

余裕がある

今年の資金繰りの見通し

資金繰り（全体）

■ 今年の資金繰りの見通しが「苦しい」先は64.2％。「余裕がある」先は6.6％にとどまった。

■ 業種別で「苦しい」先は、 「花き」が76.5％と最多で、「畜産」が72.2％と続く。

（N=407） 資金繰り（業種別） （N=407）

65.0%

72.2%

76.5%

59.1%

59.7%

65.4%

60.4%

25.0%

20.6%

23.5%

22.7%

34.1%

34.6%

33.3%

10.0%

7.2%

18.2%

6.2%

6.3%

0% 50% 100%

その他

畜産

花き

果樹

野菜

麦類・穀類・芋類・工芸

稲作

苦しい ほぼ影響はない 余裕がある

64.2%が「苦しい」

稲作（N=96）

麦類・穀類・芋類・工芸
（N=26）

野菜（N＝129）

果樹（N＝22）

花き（N=17）

畜産（N＝97）

その他（N＝20）

極めて苦しい
（例年の▲50%以上）

非常に苦しい
（例年の▲30%～ ▲ 50%未満）

苦しい
（例年の▲10%～▲30%未満）

やや苦しい
（例年の0%～▲10%未満）

ほぼ影響はない
（例年と変わらない）
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71.3%

24.8%

3.9%

価格転嫁できていない

一部は価格転嫁できている

太宗は価格転嫁できている

農産物の価格転嫁

価格転嫁

■ 合理化が求められている複雑な流通構造の中、農業資材等のコスト高騰分を販売価格に「価格転嫁できてい

ない」先が96.1％という実態が明らかになった。

■ 価格転嫁ができない理由は「農業者サイドの価格交渉力が弱い」が最多で、「食品製造・流通業等サイドの

バイイングパワーが強い」という先も多かった。

■ 販売価格に生産者の意向が反映されず、十分な利益を確保できない要因の一部になっている。

（N=407） 価格転嫁できない理由

135

119

102

97

82

64

0 50 100 150

農業者サイドの価格交渉力が弱い

消費者サイドの理解が得られない

食品製造業等サイドのバイイングパ

ワーが強い

農業生産現場から消費者までの流通構

造が複雑なため

農業者サイドの価格交渉機会が少ない

その他

複数回答（単位：先・N=407）

食品製造業等サイドの
バイイングパワーが強い

農業生産現場から消費者までの
流通構造が複雑なため

96.1%が

「価格転嫁できていない」

市場出荷のため／無条件委託販売をしているため／事前契約をしていたため／消費者の購買意欲減退が

懸念されるため／コロナで疲弊している取引先に対して交渉しづらい／小売業者が顧客離れや売れ残り

を懸念しているため／競合他社の価格据え置きや値下げ戦略等の情報を得たため 等
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36.4%

45.0%

10.8%

5.9% 2.0%

大いに期待する

期待する

どちらでもない

あまり期待しない

期待しない

農業資材等の国内調達への期待度

国内調達への期待度（全体）

■ 農業資材等を海外調達している傾向があるが、国内で製造、調達することに「期待する」が81.4％。

■ 業種別では、食品の原材料にもなることが多い「麦類・穀類・芋類・工芸」で「期待する」が88.5％と最多。

（N=407） 国内調達への期待度（業種別）

75.0%

82.5%

76.5%

81.8%

79.1%

88.5%

83.3%

10.0%

6.2%

23.5%

13.6%

15.5%

3.8%

8.3%

15.0%

11.3%

4.5%

5.4%

7.7%

8.3%

0% 50% 100%

その他

畜産

花き

果樹

野菜

麦類・穀類・芋類・工芸

稲作

期待する どちらでもない 期待しない

（N=407）

81.4%が「期待する」

稲作（N=96）

麦類・穀類・芋類・工芸
（N=26）

野菜（N＝129）

果樹（N＝22）

花き（N=17）

畜産（N＝97）

その他（N＝20）
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11 価格転嫁・コスト高騰に対する主な意見

① 鶏ふんや豚ふんを活用した耕畜連携の推進など、各地域
で資源循環による安定的な農業資材等の確保とその支援
を進めて欲しい。

② 「施設園芸等燃油価格高騰対策」の対象に環境にやさし
いＬＰＧ（液化石油ガス）やＬNＧ（天然ガス）も支援対
象にしていただきたい。また、肥料や農薬などは価格高
騰時に補てんされる制度がないため、上記高騰対策のよ
うな制度を新設してもらいたい。

③ 生産に必要な農業資材等を海外から確実に入手できるよ
う、国には輸出国と事前の調整や取り決め、輸入商社の
育成や原料等確保のための支援をしてほしい。

④ 燃料や肥料などについて、様々な面から価格抑制の仕組
みの検討をお願いしたい。

⑤ 農産物の販売価格へコスト上昇分を適切に反映できる流
通構造の改革を求める。また、消費者に農業の現状を理
解してほしい。 等

耕 種

① 畜産における飼料高騰は死活問題。このため、配合飼料
価格安定対策のさらなる基金増額と継続的に価格が上昇
した際の適正な補てんのための発動基準の見直しをして
もらいたい。

② 飼料用米の供給は、国の政策によって左右されやすい。
国内での飼料原料の安定的な確保に向け、政策にブレず
に飼料用米が生産できるようにしてほしい。

③ 自家配合飼料を活用している生産者への支援制度の創設
をお願いしたい。

④ 飼料等のコスト高騰分を価格に転嫁するため、複雑な流
通構造を見直し・簡素化が必要。また、消費者に畜産の
現状を理解してほしい。

⑤ 食品の副産物や食品残渣の飼料化に向けた予算の確保や
技術の支援をしてほしい。 等

畜 産

コスト高騰を受け、今後必要な支援策

価格転嫁できていない状況を改善するための対策

① 価格転嫁しにくい市場流通等を経由した農産物販売の仕組みや構造の改善。

② 生産者は、自ら生産する農産物に付加価値をつけ、消費者の理解が得られるような営業努力を行う。

③ 農業現場におけるコスト高騰等の実態をマスコミを通じ、国民や取引先に広く知ってもらう。等
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